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電気料金値上げ申請の概要について

平成２５年５月３０日
北海道電力株式会社

資料２
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【はじめに】設備特性を踏まえた安定供給に向けた考え方

北海道の電力系統の特徴

１. 系統規模が小さい
⇒大規模電源脱落時の影響が大きい
２. 北海道と本州は連系線（60万kW・直流）1点で結ばれている
⇒容量が小さく直流連系であり、北海道向けの空容量を確保して

おく必要があるため、本州系統から独立した系統となっている

電力の品質を維持していくための供給力・調整力を
域内で確保していくことが基本

※「第4回 電力需給検証小委員会」（平成25年4月）資料から作成
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北海道の人口密度は
全国の約１／５

＜出所＞

経済産業省北海道経済産業局「目で見る北海道
産業（平成23年度版）」より一部抜粋

66人

133人

737人498人

237人

全国：334人

【はじめに】当社が抱える地域特性「広大・積雪寒冷」①

・当社が電気を供給する北海道は、広大な土地にお客さまが点在しており、お客さまあたりの供給設備が多く
なるという特徴があります（北海道の人口密度は全国の約1/5）。

685人

214人

329人

岡

(注２）地域区分は以下のように区分（各経済産業局の管区区分と同じ）

        北海道：北海道

        東   北：青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

        関   東：東京都、茨城県、群馬県、栃木県、千葉県、神奈川県、

                     山梨県、新潟県、長野県、静岡県、埼玉県

        中   部：愛知県、岐阜県、三重県、富山県、石川県

        近   畿：大阪府、京都府、滋賀県、兵庫県、奈良県、

                     和歌山県、福井県

        中   国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

        四   国：徳島県、香川県、愛媛県、高知県

        九   州：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、

                     鹿児島県、沖縄県

（資料）人口：住民基本台帳（平成23年3月末）

            面積：平成22年全国都道府県市区町村別面積調



4【はじめに】当社が抱える地域特性「広大・積雪寒冷」②

・電力他8社平均との比較では、以下のとおりとなっています。

（単位：口/km2） （単位：万kWh/km2）

（単位：km/千口） （単位：基/口）

<供給面積あたりの契約口数> <供給面積あたりの販売電力量>

<契約口数あたりの配電柱の数>
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<契約口数あたりの送電線亘長>

約1/7約1/5

約1.8倍 約1.5倍

[出所：電気事業便覧（H23実績値）、沖縄電力を除く他8社平均との比較]



5【はじめに】当社が抱える地域特性「広大・積雪寒冷」③

・また、北海道は、積雪寒冷という地域特性上、設備の保守点検等に追加的な労力と費用がかかり、さらに設
備の仕様等で特別な配慮をする必要があるなど、他の地域と比較して設備に係る費用が高くなる要因を抱え
ています。

［送電設備の巡視点検] ［配電設備の冠雪落とし］

［発電所建屋］

ボイラなど発電所の機
器や配管類は、風雪や
凍結の影響を受けない
ように、暖房設備等を
備えた建屋内に納めて
います

ボイラ建屋

［鉄塔部材の強化］

送電鉄塔については、電気設備の技術基
準による設計に加えて、当社自主基準で
ある着雪を考慮した設計を行っており、鉄
塔部材と基礎を強化しています

部
材

基
礎



6【はじめに】火力発電設備の経年化への対応

火力発電設備の経年化

○運転開始から30年以上経過
した発電設備が7割程度

（8基/12基）
※平成25年3月末

・修繕工事
・設備投資（改良工事）

新規電源の開発

既設設備の保守

経年化対応

石狩湾新港発電所(LNG火力) 京極発電所（純揚水式水力）

ピーク供給力としての役割に加え、需要変動に対応する負
荷追従性や周波数調整能力など優れた運用特性を有する

出 力 運転開始

50万kW級×3台
（160万kW程度）

H31年2月（1号機）
H33年12月(2号機）
H40年度 （3号機）

出 力 運転開始

20万kW×3台
（60万kW）

H26年10月（1号機）
H27年12月（2号機）
H35年度以降(3号機）

燃料種の多様化に寄与
調整力の確保

44年10ヵ月

43年1ヵ月

35年9ヵ月

30年10ヵ月

39年4ヵ月

34年4ヵ月

33年

29年3ヵ月

14年6ヵ月

32年5ヵ月

27年5ヵ月

10年9ヵ月
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奈井江1号(S43.5)

奈井江2号(S45.2)

苫小牧(S48.11)

砂川3号(S52.6)

伊達1号(S53.11)

伊達2号(S55.3)

苫東1号(S55.10)

砂川4号(S57.5)

知内1号(S58.12)

苫東2号(S60.10)

知内2号(H10.9)

苫東4号(H14.6)

火力（汽力）発電所の経過年数国内炭 石油 海外炭

（経過年数）

35万kW

17.5万kW

17.5万kW

25万kW

12.5万kW

35万kW

35万kW

35万kW

12.5万kW

35万kW

60万kW

70万kW

※平成25年3月末現在の石油・石炭火力発電所。（ ）内は運転開始年月

30年以上経過が

7割程度



7【はじめに】電気料金低減に向けた取り組み

・このような厳しい事業環境のもとで、当社は、海外炭火力と原子力を中心とした電源多様化を進め、燃料費の
低減、ならびに経営全般にわたる効率化の成果を原資として、昭和61年以降、これまでに14度にわたり電気
料金の引下げを実施し、平成23年度では昭和60年度と比較して約34%の電気料金の低減を実現しました。

・平成21年12月に3基目の原子力発電所である泊発電所3号機が営業運転を開始し、数年間は燃料費の低減
効果を上回る減価償却費などの負担はありましたが、不断の経営効率化に取り組むことによって、現行の電
気料金を維持してまいりました。

平成昭和

約34%低減

＜電力会社他８社平均との電灯単価比較＞

（単位:円/kWh）

＜販売単価※の推移＞25.83

17.15

16.00

18.00

20.00

22.00

24.00

26.00

60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（単位:円/kWh）

※電気事業便覧より試算。
沖縄電力を除く他8社平均との比較

※電灯電力料の合計を販売電力量で
割った単価

30.88

28.90

15.00

17.00

19.00

21.00

23.00

25.00

27.00

29.00

31.00

北海道 他８社平均

昭和60年度

21.29 21.22

15.00

17.00

19.00

21.00

23.00

25.00

27.00

29.00

31.00

北海道 他８社平均

平成23年度（単位:円/kWh）

他電力と遜色
のない水準

約+7％


